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○
総
務
省
告
示
第

号

電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
五
号
）
第
二
十
二
条
の
四
の
規
定
に
基
づ
き
、
電
気

通
信
事
業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
三
十
条
第
三
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
禁
止
さ
れ
る
行
為
の
相

手
方
と
な
る
電
気
通
信
事
業
者
を
次
の
よ
う
に
告
示
し
、
電
気
通
信
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十

七
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
八
年
五
月
二
十
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

平
成
二
十
八
年

月

日

総
務
大
臣

山
本

早
苗

電
気
通
信
事
業
法
第
三
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
さ
れ
た
株
式
会
社
Ｎ
Ｔ
Ｔ
ド
コ
モ
に
係
る
同
条
第
三
項
第

二
号
の
規
定
に
よ
り
禁
止
さ
れ
る
行
為
の
相
手
方
は
、
次
に
掲
げ
る
電
気
通
信
事
業
者
と
す
る
。

一

東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社

二

西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社

三

エ
ヌ
・
テ
ィ
・
テ
ィ
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ズ
株
式
会
社

四

エ
ヌ
・
テ
ィ
・
テ
ィ
・
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
株
式
会
社

五

株
式
会
社
エ
ヌ
・
テ
ィ･

テ
ィ
エ
ム
イ
ー

六

株
式
会
社
Ｎ
Ｔ
Ｔ
ぷ
ら
ら

七

株
式
会
社
エ
ヌ
・
テ
ィ
・
テ
ィ
ピ
ー
・
シ
ー
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ズ
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八

エ
ヌ
・
テ
ィ
・
テ
ィ
・
メ
デ
ィ
ア
サ
プ
ラ
イ
株
式
会
社



電気通信事業法改正に伴う関係告示の整備 

平成２８年２月１２日 

総 務 省 

総 合 通 信 基 盤 局 

４
 



諮問の背景・概要 

○ 平成２６年１２月の情報通信審議会答申（2020年代に向けた情報通信政策の在り方等）を踏まえ、平成２７年５月に、「電気

通信事業法等の一部を改正する法律」が成立・公布。施行は、本年５月２１日を予定。 

○ 本改正法では、移動通信市場の市場支配的事業者※（ＮＴＴドコモ）に対し、特定の電気通信事業者を不当に優先的・不

利に取り扱うことを禁止する規制を緩和し、不当な優遇の禁止対象を「総務大臣が指定する特定関係法人（グループ会

社）」に限定。 

○ 今回は、「不当な優遇の禁止対象となる特定関係法人」を指定する告示案を諮問するもの。 

諮問の背景・概要 

1 

 

 

 

 

 

 

接続の業務に関し知り得た 

情報の目的外利用・提供 

特定の事業者に対する 

不当に優先的・不利な取扱い 

製造業者等への 

不当な規律・干渉 

 

改
正
前 

総務大臣が指定する 

グループ内の事業者 

（特定関係法人）に限定 
廃 止 

 

改
正
後 

維 持 

   ※ 移動通信市場の市場支配的事業者； 二種指定事業者（端末シェア１０％超）のうち、収益シェア４０％超等の者  

５
 



不当な優遇禁止の対象となる特定関係法人の考え方 2 

５万件以上 

［
契
約
数
］ 

５万件未満 

ＦＴＴＨアクセスサービス・ 

携帯電話（通信モジュール向けを除く）等 

禁止行為指定ガイドライン 

○ 不当な優遇禁止の対象となる特定関係法人は、「ＦＴＴＨアクセスサービスや携帯電話（通信モジュール向けを除

く）等を提供する者であって、当該サービスの契約数が５万件以上の者」とされている。   

衛星携帯 

国際電話等 

特定関係法人以外の者 特定関係法人 

電気通信事業者 非電気通信事業者 

［提供する電気通信役務] 

指定対象 

（平成２７年１１月１１日～１２月１０日のパブリックコメントを経て、次のとおり改正） 

６
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一種・二種指定事業者 

関連会社等 

特定関係法人※１ 

一種・二種 
指定事業者 

法人Ａ 

一種・二種指定事業者 

特定関係法人※１ 

子会社 
（兄弟会社） 

関連会社等 

関連会社等 

特定関係法人※１ 

特定関係法人※１ 特定関係法人※２ 

関連会社等 

④自己の関連会社等 ⑤自己を関連会社等とする法人 ⑥自己の親会社・兄弟会社の関連会社等 

※１ 政令で「特殊の関係」があると規定されることで、「特定関係法人」に該当する者 
※２ 法律の規定のみで「特定関係法人」に該当している者  

特定関係法人の定義 

○ 法律では、自己の「①親会社」「②子会社」「③兄弟会社」「その他政令で定める特殊の関係にある法人」と規定。 

○ 政令では、「その他政令で定める特殊の関係にある法人」について、「④自己の関連会社等」、「⑤自己を関連会社等と

する法人」、「⑥自己の親会社・兄弟会社の関連会社等」と規定。 

① 自己（子会社を含む）が、１/３超の議決権を保有する会社 

② 自己（子会社を含む）が、１/５以上１/３以下の議決権を保有する会社であって、以下のいずれかの要件に該当するもの 

   １） 自己の役員・社員又はこれらであった者が、代表取締役に就任 

   ２） 自己の役員・社員又はこれらであった者が､取締役の１/５超を占有 

   ３) その他財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができることが推測される事実が存在 

③ 自己（子会社を含む）又は緊密な関係にある者（自己の役員が議決権の過半数を占めている会社等）が、１/３超の議決権を保有する会社であって、

②１）～3)のいずれかの要件に該当するもの 

関連会社等の定義 （電気通信事業法施行規則第４条の２の２等） 

親会社 

特定関係法人※２ 

子会社 

特定関係法人※２ 

● 政令で定める特殊の関係にある法人  

７
 



［今回の諮問対象］不当な優遇禁止の対象となる特定関係法人 4 

会社名 主な提供サービス 契約数（H27.9末） 

① ＮＴＴ東日本  
  （東日本電信電話株式会社）  

加入電話 

ＦＴＴＨアクセスサービス 

② ＮＴＴ西日本 
  （西日本電信電話株式会社）  

加入電話 

ＦＴＴＨアクセスサービス 

③ ＮＴＴコミュニケーションズ 
   （エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社） 

インターネット接続サービス 

ＭＶＮＯサービス 

④ ＮＴＴ ＢＰ 
  （エヌ・ティ・ティ・ブロードバンドプラットフォーム株式会社） 

公衆無線ＬＡＮサービス 

⑤ ＮＴＴ－ＭＥ 
  （株式会社エヌ・ティ･ティ エムイー） 

インターネット接続サービス 

⑥ ＮＴＴぷらら 
  （株式会社ＮＴＴぷらら） 

インターネット接続サービス 

⑦ ＮＴＴＰＣコミュニケーションズ 
  （株式会社エヌ・ティ・ティピー・シーコミュニケーションズ） 

インターネット接続サービス 

⑧ ＮＴＴメディアサプライ 
  （エヌ・ティ・ティ・メディアサプライ株式会社）  

ＦＴＴＨアクセスサービス 

● ＮＴＴドコモ（移動通信市場の禁止行為規制等適用事業者）の特定関係法人のうち、下記の８社を告示により指定。   

委員限り 

８
 



 

 

今
回
併
せ
て
整
備
す
る
省
令
案
（
抜
粋
） 

○
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
五
号
） 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改 
 

 
 

 
 

正 
 

 
 

 
 

案 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

行 

第
四
条
の
二
の
二 
電
気
通
信
事
業
法
施
行
令
（
昭
和
六
十
年
政
令
第
七
十
五
号

。
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
第
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
財
務
上
又
は
営
業
上
若
し
く

は
事
業
上
の
関
係
か
ら
み
て
会
社
等
（
会
社
、
組
合
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る

事
業
体
（
外
国
に
お
け
る
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
も
の
を
含
む
。
）
を
い
う
。
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
（
当
該
会
社
等
の
子
会
社
等
（
会
社
法
（
平
成

十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
二
条
第
三
号
の
二
に
規
定
す
る
子
会
社
等
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
を
含
む
。
）
が
子
会
社
等
以
外
の
他
の
会
社
等
の
財
務
及

び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で

き
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 

一 

会
社
等
（
当
該
会
社
等
の
子
会
社
等
を
含
む
。
）
が
子
会
社
等
以
外
の
他

の
会
社
等
（
破
産
手
続
開
始
、
再
生
手
続
開
始
又
は
更
生
手
続
開
始
の
決
定

を
受
け
た
子
会
社
等
以
外
の
他
の
会
社
等
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
子
会
社

等
以
外
の
他
の
会
社
等
で
あ
つ
て
、
当
該
会
社
等
が
そ
の
財
務
及
び
営
業
又

は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
な
い

と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
議
決
権

の
三
分
の
一
を
超
え
て
自
己
の
計
算
に
お
い
て
保
有
し
て
い
る
場
合
に
お
け

る
当
該
子
会
社
等
以
外
の
他
の
会
社
等 

 

９ 



 

 

二 

会
社
等
（
当
該
会
社
等
の
子
会
社
等
を
含
む
。
）
が
子
会
社
等
以
外
の
他

の
会
社
等
の
議
決
権
の
五
分
の
一
以
上
三
分
の
一
以
下
を
自
己
の
計
算
に
お

い
て
保
有
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
子
会
社
等
以
外
の
他
の
会
社
等
で

あ
つ
て
、
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の 

 

イ 

当
該
会
社
等
の
役
員
、
執
行
役
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
若
し
く
は
使

用
人
で
あ
る
者
又
は
こ
れ
ら
で
あ
つ
た
者
で
あ
つ
て
当
該
会
社
等
が
そ
の

財
務
及
び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
関
し
て
影
響
を
与
え
る
こ
と

が
で
き
る
も
の
が
、
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
。 

 

(1) 

当
該
子
会
社
等
以
外
の
他
の
会
社
等
の
代
表
取
締
役
、
代
表
執
行
役

又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
役
職
に
就
任
し
て
い
る
こ
と
。 

 

(2) 

当
該
子
会
社
等
以
外
の
他
の
会
社
等
の
取
締
役
若
し
く
は
執
行
役
又

は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
役
職
に
就
任
し
て
い
る
者
の
総
数
の
五
分
の
一
を

超
え
る
割
合
を
占
め
て
い
る
こ
と
。 

 

ロ 

そ
の
他
当
該
会
社
等
が
当
該
子
会
社
等
以
外
の
他
の
会
社
等
の
財
務
及

び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と

が
で
き
る
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
事
実
が
存
在
す
る
こ
と
。 

 

三 

会
社
等
（
当
該
会
社
等
の
子
会
社
等
を
含
む
。
）
が
自
己
の
計
算
に
お
い

て
保
有
し
て
い
る
議
決
権
と
当
該
会
社
等
と
出
資
、
人
事
、
資
金
、
技
術
、

取
引
等
に
お
い
て
緊
密
な
関
係
が
あ
る
こ
と
に
よ
り
当
該
会
社
等
の
意
思
と

同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者
及
び
当
該
会
社
等
の

意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
同
意
し
て
い
る
者
が
保

有
し
て
い
る
議
決
権
と
を
合
わ
せ
て
、
子
会
社
等
以
外
の
他
の
会
社
等
の
議

決
権
の
三
分
の
一
を
超
え
て
保
有
し
て
い
る
場
合
（
当
該
会
社
等
が
自
己
の
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計
算
に
お
い
て
議
決
権
を
保
有
し
て
い
な
い
場
合
を
含
む
。
）
に
お
け
る
当

該
子
会
社
等
以
外
の
他
の
会
社
等
で
あ
つ
て
、
前
号
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
要

件
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の 
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